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１．企業集団の状況 
 

当社グループは、当社、子会社56社及び関連会社46社(平成18年12月31日現在)によって構成されており、「電気

事業」を中心として、電気事業を補完し電気事業の円滑かつ効率的な遂行に資する「電力周辺関連事業」と当社グ

ループの保有する経営資源、ノウハウを活用して行う「その他の事業」があります。当社グループを事業系統図に

よって示すと以下のとおりであります。 
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 ◎印：連結子会社 ○印：持分法適用会社 無印：持分法非適用会社 

（注） 複数セグメントに係る事業を営んでいる会社は、主たる事業のセグメントに会社名を記載しております。

 

 

 

 

 

 

 

お 

 

 

 

 

 

 

客 

 

 

 

 

 

 

様 

 
 

（卸電気事業） 

（提 出 会 社） 

電 源 開 発 ㈱
 

   

（子会社）  （関連会社） 

（その他の電気事業） ◎㈱ベイサイドエナジー 、 

◎㈱グリーンパワーくずまき、 

◎㈱グリーンパワー瀬棚 、 

◎㈱グリーンパワー郡山布引※１、 

◎㈱ドリームアップ苫前、 

◎㈱グリーンパワー阿蘇、 

◎糸魚川発電㈱、 

◎長崎鹿町風力発電㈱、 

◎仁賀保高原風力発電㈱、 

◎㈱ジェイウインド田原、 

◎市原パワー㈱ 

○美浜シーサイドパワー㈱ 、 

○土佐発電㈱ 、 

○㈱ジェネックス、 

○㈱ジェイウインド東京※２、 

○瀬戸内パワー㈱※２ 

 

      

 （子会社） （関連会社） 

関係会社管理 ◎㈱ジェイパワージェネックスキャピタル  

設備の設計・

施工･保守 

◎㈱ジェイペック、 

◎㈱JPハイテック、 

◎開発電子技術㈱、 

◎㈱電発コール・テック アンド マリーン、 

◎㈱開発設計コンサルタント、 

◎ジェイパワー・エンテック㈱※１、他９社※１

 ヴェステックサービス㈱ 、 

 西九州共同港湾㈱、 

 橘火力港湾サービス㈱、 

中央送電工事㈱ 

発電用燃料、

資機材の供給 

◎㈱JPリソーシズ、 

◎J-POWER AUSTRALIA PTY. LTD.、他４社※１ 

 

サービス ◎㈱JPビジネスサービス、他１社※１  

   

国際事業 ◎J-Power Investment Netherlands B.V.、  

◎J-POWER North America Holdings Co.,Ltd.※１、

◎J-POWER USA Development Co.,Ltd.※１、 

◎J-POWER USA Investment Co.,Ltd.※１、 

◎J-POWER Holdings(Thailand)Co.,Ltd.※１、 

◎J-POWER Generation(Thailand)Co.,Ltd.※１、

◎J-POWER INVESTMENT U.K. LIMITED※１、 

他７社※１ 

 

○Gulf Electric Public Co.,Ltd.、 

○TLP Cogeneration Co.,Ltd.、 

○Thaioil Power Co.,Ltd.、 

○EGCO Green Energy Co.,Ltd.※２、 

○Roi-Et Green Co.,Ltd.※２、 

○SEC HoldCo, S.A.、 

○嘉恵電力股份有限公司、 

○山西天石電力有限公司※２、 

○CBK Netherlands Holdings B.V. 、 

○CBK Power Co.,Ltd.、 

○Tenaska Frontier Partners, Ltd.※２、 

他１６社 ※２、※３、※４ 

環境・ 

エネルギー 

◎大牟田プラントサービス㈱※１  大牟田リサイクル発電㈱、 

 金町浄水場エネルギーサービス㈱、他３社 

情報通信 ◎日本ネットワーク･エンジニアリング㈱※１ 川越ケーブルビジョン㈱ 

その他 ◎開発肥料㈱※１、◎㈱エピュレ※１、 

◎開発肥料販売㈱※１、他２社※１ 

 奥只見観光㈱、㈱アッシュクリート、他２社
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【事業系統図】 

※１ 当四半期より連結子会社としています。なお、当社は当連結会計期間より子会社については、全て連結対象としています。 

※２ 当四半期より持分法適用の関連会社としています。 

※３ 国際事業の関連会社の他16社は、全て持分法適用の関連会社であり、そのうち当四半期より持分法適用の関連会社1社を含みます。 

※４ 当四半期より国際事業の関連会社は、清算結了(平成18年11月8日)により1社減少しています。なお、当四半期決算日が連結決算日と異

なることから、当四半期では持分法適用関連会社に含めています。

電 気 事 業 


	 

